予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：商業振興費　　　
	事業名：デザイン開発支援事業費補助金　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　商工労働部　地域産業課　県産品開発係　電話番号：058-272-1111（内3092 ）

　　　　　　　E-mail： ｃ11355@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　24,072千円（前年度（9月補正後）予算額：25,583 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	24,072
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	24,072

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
県内モノづくり企業の多くは、ＯＥＭ・下請け体質の企業が多く、直接消費
者の声を聞きモノづくりに活かしたり、メーカー自らが販路を開拓するといっ
た経験に乏しかったことから、高度なモノづくり技術を保有しているものの、
それが利益を生むモノづくりに直結していないという課題がある。利益増大を
実現するため、消費者視点に立ったデザイン性、市場性の高い商品づくりが求
められている。

（２）事業内容

県内モノづくり企業に対して、デザインや機能性に優れた付加価値の高い商品づくりを、技術・設備・経営面などと一体的に支援するため、県が行うデザイン開発支援を（公財）岐阜県産業経済振興センターに平成27年度に移管した。

同センターが行うデザインコーディネーターの設置や、プロダクトデザイナーとのマッチングによる商品企画・デザイン開発事業に対して助成することにより、モノづくり企業に対する支援体制の強化を図る。

【Ｈ２８年度実施予定事業】
　　　岐阜発モノづくりプロジェクト：１３企画程度

（３）県負担・補助率の考え方

　　　・県10/10
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	24,072
	人件費分12,618
（デザイン開発コーディネーター２名、デザイン業務専門職１名分）

事業費分11,454
（デザイナー委託、コーディネーター等活動費、事務経費等）

	合計
	24,072
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（1） 各種計画での位置づけ
岐阜県成長・雇用戦略
６　戦略を推進するための基盤づくり　（３）販路拡大・海外展開
　　
（２）後年度の財政負担

　　　新たな商品開発支援のため、今後も県内中小企業を支援していく必要があり、毎年同額程度の経費が必要な見込み。
（３）事業主体及びその妥当性
　　　商品に少しデザイン性を加味することにより、高い付加価値が生まれる可能性がある。「技術」「設備」「経営」等、豊富な知識と支援メニューを有する（公財）岐阜県産業経済振興センターがデザイン面から県内中小企業のモノづくり支援に対して助成することで、支援体制の強化及びワンストップ化が図られる。
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	デザイン開発支援事業

	補助事業者（団体）
	（公財）岐阜県産業経済振興センター

	補助事業の概要
	（目的）モノづくり企業の商品開発力の向上
（内容）モノづくり事業者へのデザイン面での商品開発支援

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	補助効果
	モノづくり企業の商品開発力の向上

	終期の設定
	終期３０年度

（理由）事業の見直し検討の結果、継続事業とする。


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

　県内のモノづくり事業者の新商品の企画・開発を支援することにより、顧客の視点に立ったデザイン性・市場性の高い新商品開発に挑戦する機会を提供し、企業の商品開発力の向上を図るとともに、国内外に発信できる岐阜県ブランドの商品ラインナップの強化、さらには地域のデザイナーの育成を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H**年度末)
	目標
(H28年度末)
	目標

(終期)

	①商品開発支援事業による新商品開発数（試作品を含む）（H26までは県事業
	
	104
	128


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	千円
	(予算額)

24,030千円
	(要求額)

24,072

千円

	指標①目標
	
	
	
	102
	128

	指標①実績
	
	
	
	(推計値)

92
	(推計値)

104

	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
90.1％
	(推計値)
81.2％


（前年度の成果）

	<平成27年10月現在>　平成27年度は、本県を代表する地場産業である陶磁器、刃物、紙、など15件の商品開発プロジェクトの支援を実施中。年度末までに新商品（試作品を含む）の完成を目指す。
　県内モノづくり事業者が、工業デザイナーを活用して商品開発を行うプロセスを習得することにより、支援したモノづくり企業の商品開発力の向上が期待される。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　モノづくり企業の商品開発力の向上を支援するとともに、商品の価値を消費者や流通事業者に的確に伝達するための価値伝達力の向上も図っていくことが必要である。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	　本県モノづくり企業の多くは、ＯＥＭ・下請け的なビジネス形態が主体であり、独自の販売ルートを持っていないため、出口である流通に弱く、価格競争の影響を非常に受けやすい体質となっている。モノづくり企業の売上・利益の増大、販売を重点に置いたビジネスモデルの推進を図るためには、企業の商品開発力など価値創造的な活動を支援していく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○


	　平成23年度20件、平成24年度20件、平成25年度18件、平成26年度19件の商品開発プロジェクトが予定どおり実施された。

　プロダクトデザイナーと初めて仕事をしたという企業もあったが、着実に商品開発力が高まっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	県から（公財）岐阜県産業経済振興センターに事業を移管することにより、センターの「技術」「設備」「経営」等、豊富な知識と支援メニューを活用した支援体制の強化及びワンストップ化を図った。


（事業の見直し検討）

	開発した商品の出口対策として求評会やテストマーケティングの開催を検討。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）当事業によりモノづくり企業の商品開発力は着実に向上しており、商品価値伝達力の向上を図る流通支援事業との有機的な連携により、利益率の高いビジネスモデルづくりを推進し、将来にわたり継続して発展するための基盤づくりを行っていく。


